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1 はじめに

環境問題の一つにごみ問題がある。現在、大量生産・消
費・廃棄型社会の在り方やライフスタイルの見直しがさ
れている。循環型社会を形成し、リサイクルの動きが活
発化している。また、天然資源の消費を抑制し、環境へ
の負荷の軽減が求められている。私達を取り巻く生活や
環境及び産業・商業とごみの排出量との間にどのような
関係があるか、それを統計学を使って探っていきたいと
思う。

2 データについて

産業・商業や県の特色のデータは、書籍 [1][2][6] と
Web[7][8] から集めてきた。これらは説明変数のデータ
として扱う。また、ごみのデータはWeb[5]から集めてき
た。これらは目的変数のデータとして扱う。ごみは、可
燃・不燃・資源・粗大・その他とそれらを合計した総排
出量の 6種類を扱う。

3 解析方法について

説明変数とごみとの相関関係を調べるために重回帰分
析と正準相関分析を行った。重回帰分析を行う際は決定
係数は 0.60以上を目安とする。正準相関分析では相関係
数は 0.60以上を目安にし、本研究では第 5正準変量まで
扱った。また、散布図を用いて地域性も考慮し解析を行っ
た。説明変数は 69個あり、このままでは多すぎて重回帰
分析と正準相関分析による解析が行えないため変数選択
を行う。また、都道府県の特徴について調べるためクラ
スター分析も行った。「排出量」、「割合」、「排出量と割
合」の 3通りのデータを分析した。

3.1 重回帰分析の変数選択方法

まず説明変数を 3つに分け、そしてそれぞれに増減法
と減増法にかけ共に残らなかった変数を、目的変数とは
関係が薄いとみなしてその変数を削る。残った変数でも
う一度増減法と減増法にかけていく。同様に、共に残ら
なかった変数を、目的変数とは関係が薄いとみなしてそ
の変数を削る。また、2回目の増減法・減増法による変数
選択の際には、修正決定係数は 0.70以上を目安とする。
次に残ったデータの多重共線性を調べ、それぞれの目的
変数と関連の深い変数を調べていく。そしてその変数を
用いて重回帰分析にかけていく。(増減法と減増法の関数
は井上・桑山 [3]を参照。)

3.2 正準相関分析の変数選択方法

重回帰分析とは違い、増減法・減増法といったような有
効な変数選択の方法が存在しないから、自ら考案する必
要がある。まず、重回帰分析の結果より、反応があったも
のをごみと関係が深いとみなし、そのまま採用する。ま
た、それ以外の説明変数の中にも重回帰分析では反応し

なかった変数も存在するかもしれないから、重回帰分析
の時と同様、説明変数を 3つに分け、正準相関分析の関
数にそれぞれかけて、反応がよかったものを採用する。

4 重回帰分析

ここでは主要な 3つの分析結果をあげる。

不燃ごみの排出量の重回帰分析 (決定係数:0.8622)
総面積と家具・装備品がプラスに働いた。家具・装備品
がプラスに働いた要因は小型の家具 (粗大ごみに分類でき
ない小型のもの)が主に不燃ごみとして排出されると推測
できる。あと、総面積がプラスに反応していたのは北海
道の不燃ごみの排出量が 1位でなおかつ総面積が圧倒的
に大きいからだと思われる。

総排出量の重回帰分析 (決定係数:0.9355)
資源化施設と家具・装備品と化学工業がプラスに山地面
積割合がマイナスに働いた。総排出量が高い県は資源化
施設の処理能力が高く、ごみが多い分、資源化の動きが
活発で、ごみを再利用しようとしている努力がうかがえ
る。また、家具・装備品と化学工業といった産業が盛んで
ある。山地面積割合がマイナスに働いたことを考えると
平野の割合が高く、都会の環境であることがうかがえる。

その他のごみの割合の重回帰分析 (決定係数:0.6525)
人口密度がプラスに、一般世帯の平均人員がマイナスに
反応したところを見ると、多くの人が密集し、なおかつ
そこに住む家族は核家族であることから都会の環境であ
ることが言える。また、資源化施設がマイナスに働いた
ということは資源化が活発でないことが伺える。また、家
具・装備品がプラスに反応したところを見ると、おそらく
小型の木製家具が混合ごみとして排出されると思われる。

5 クラスター分析

ここでは「排出量と割合」の分析結果のみをあげる。
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図 1 クラスター分析の結果 (デンドログラム)



第 1群:環境に最もやさしい群 新潟・島根などの県が属
する。特徴は第 2群と似ている。総排出量が最も低く、そ
の他のごみの割合も一番低い。

第 2群:田舎の群 青森・沖縄などの県が属する。田舎の
県が集中した。全体的に排出量が少ない。

第 3 群:全体的にごみの排出量が多い群 東京や愛知と
いった都市部の県が集中。ごみの排出量は全体的に多い。

第 4群:リサイクルに対する意識が低い群 京都・大阪・
和歌山・福岡の 4県が属する。大阪 [4]によれば大阪は可
燃ごみと資源ごみを混合収集しているため、その他のご
みが多い。大阪に限らずこの群に属した県はこのような
ことを行っているだろう。

6 正準相関分析

第 5正準変量の結果が矛盾したため、ここでは第 4正
準変量まで扱う。

第 1正準変量 「総排出量の軸」
(第 1正準相関係数:0.9995)
　図 2を見ると、右上に行くほど総排出量の高い県であ
る。総排出量の重回帰分析結果とは違う結果になったが、
飲食料品 (商業)と書店も総排出量が高い原因とも言える。
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図 2 都道府県の値 (第 1正準変量)

第 2正準変量 「その他のごみに関する軸」
(第 2正準相関係数:0.9910)
　人口密度が高いほどその他のごみが増えるといった結
果になった。また、書店はその他のごみが多い要因では
ないことが言える。

第 3正準変量 「可燃ごみと書店に関する軸」
(第 3正準相関係数:0.9799)
　書店が多いほど可燃ごみが増えるといった結果になっ
た。一見、雑誌や本は資源ごみに回ると思われがちだが、

それらの中には捺染紙等のリサイクルに回すことのでき
ないものも含まれている。それらは可燃ごみに回されるこ
とになっているからこういった結果になったと思われる。

第 4正準変量 「資源ごみに関する軸」
(第 4正準相関係数:0.9297)
　散布図の軸は右下がりで、左上に大阪や京都といった
資源ごみの割合が低い県が目立つ。解析結果から考える
と「資源ごみに関する軸」と言うことができる。また、資
源ごみが多く出る地域は人口密度と可住地面積割合が高
く、主に総合スーパーから出ているものと思われる。

7 まとめ

排出量に関していえば都会や田舎といった環境に左右
されるものであることが言える。東京や愛知などの都市
部の県は排出量は多いもののリサイクルに対しての姿勢
は積極的である。この姿勢を貫けばより自然環境にやさ
しい都市になっていくと思われる。逆に大阪や京都といっ
た県は、可燃ごみと資源ごみを混合収集するなど、リサ
イクルに対しての姿勢は消極的である。対策としては分
別の徹底とリサイクル推進を掲げればよくなると思われ
る。結局のところ自然環境によいかどうかは、ごみの排
出量の多い少ないではなく、人々の意識とその行動と言
うことができる。

8 おわりに

今回の研究を通して、ごみが排出される背景が分かっ
た。また、大阪のようにリサイクルに対する意識が低かっ
たり、分別を怠っている県があったのには驚いた。自然
環境に良い社会を作るためにはリサイクルと分別が大切
であることが改めて思い知らされた。もう一度ごみ問題
について考えるべきであり、それと同時にリサイクルを
活性化するためにはどうするべきかを考え、それを推進
することが大切であると思う。
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